様式第１号（第７条関係）

　　　   　年　 　月　 　日

大牟田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　

大牟田市起業家支援事業費補助金交付申請書

　大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり大牟田市起業家支援事業費補助金の交付を申請します。

記

	総事業費
	

	補助対象経費
	

	補助金交付申請額
	


添付書類

・補助事業計画書（様式２号）

・市町村税の滞納がないことを証明する書類

・許認可等を要する業種を創業する者については許認可証

・創業塾等の修了証又は特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明

・経費の積算根拠が確認できる書類（図面、カタログ、見積書等の写し）

・事業所の位置図及び平面図

・事業所の賃貸借契約書等

・誓約書兼役員等名簿及び照会承諾書（様式第３号）

・その他市長が必要と認める書類

様式第２号（第７条関係）

補助事業計画書

１　創業者の概要

	氏名
	

	住所
	〒
※事業開始前に市内へ転入する場合
　転入予定日　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	

	認定特定創業支援等事業の修了年月日　　　　　　年　　　月　　　日


２　事業の概要

	予定業種
	

	商号等
	

	創業形態
	個　人　　　・　　　法　人

	創業予定場所
	

	創業予定日
	

	提供する商品･サービス等
	

	当該事業の

経験の有無
	有　（　　　年　　月間）　・　　無

	創業に必要な許認可等
	名称

取得（予定）年月日　　　　　　年　　　月　　　日


３　創業にかかる事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	経費区分
	内　訳
	金　額
	うち消費税
	補助対象経費

	事業拠点費

広告宣伝費


	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	家賃
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	項　目
	内　訳
	金　額

	借入金

自己資金

補助金

その他
	
	

	合　計
	
	


· 市長が指定する経営診断書の写しを添付すること。

様式第３号（第７条関係）
誓約書兼役員等名簿及び照会承諾書

　　年　　月　　日

大牟田市長　殿

住所

法人（団体）名　　　　　　　　　　　　
代表者名                     

　　　　電話番号　
　

　　
私は、大牟田市が大牟田市暴力団排除条例に基づき、大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）による補助金の利用により暴力団を利することがないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を補助金の対象から排除していることを認識したうえで、要綱第３条第２項第１号から第３号の規定（暴力団排除条項）について説明を受け、これを了解し、下記事項について誓約いたします。

なお、これらの事項に反する場合、補助金交付の決定の取消し等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。

記

１　要綱第３条第２項第１号から第３号のいずれにも該当しません。

２　役員等名簿に相違ないことを誓約するとともに、私及びこの名簿に記載した者について、要綱第３条第２項第１号から第３号に規定する要件に係る確認のため、暴力団又はその構成員との関係の存在に関し、大牟田警察署に照会することを承諾します。

〈役員等名簿〉

	役職名等
	ふりがな
	性別
	生 年 月 日

	
	氏　　名
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	T・S・H

年　　月　　日

	
	
	
	


備考１　この書面に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律［平成１５年法律第５７号］の規定により、上記以外の目的には使用しません。

２　裏面の記入要領を参照し、記載してください。

記　入　要　領

1 　この書面には、次に該当する者を記載すること。

（１）株式会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）

（２）合名会社又は合同会社については、社員

（３）合資会社については、無限責任社員

（４）社団法人又は財団法人については、理事（代表理事を含む。）

（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに掲げる役職に相当する地位にある者

（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者

（７）次に該当する場合は、（１）から（６）に掲げる者のほか、次の者

　　　ア　支配人を置く場合は、支配人

　　　イ　支店長、営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長、営業所長その他の者

２　氏名は、戸籍に記載されている氏名を楷書で記載すること。
様式第５号（第１０条関係）

　　　   　年　 　月　 　日

大牟田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

大牟田市起業家支援事業内容変更承認申請書

　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があった上記補助事業を下記のとおり変更したいので、大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき承認を申請します。

記

	補助金交付決定額
	

	変更の内容及び理由
	

	交付決定額の変更の有無
	

	変更交付申請額
	


※　収支予算に変更がある場合は、収支計画書に記入すること。

収支計画書

創業にかかる事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	経費区分
	内　訳
	金　額
	うち消費税
	補助対象経費

	事業拠点費

広告宣伝費


	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	家賃
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	項　目
	内　訳
	金　額

	借入金

自己資金

補助金

その他
	
	

	合　計
	
	


様式第７号（第１１条関係）

　　　   　年　 　月　 　日

大牟田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

大牟田市起業家支援事業中止（廃止）届

　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があった上記補助事業を中止（廃止）したいので、大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき届け出ます。

記

１　中止（廃止）する理由

２　中止（廃止）予定年月日

様式第８号（第１２条関係）

年　 　月　 　日

大牟田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

大牟田市起業家支援事業実績報告書

大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、上記補助事業の実績を報告します。

記

１　事業の概要

	総事業費
	

	補助対象経費
	

	補助金交付決定額
	

	業種
	

	商号等
	

	創業形態
	個　人　　・　　法　人

	創業場所
	

	創業日
	


２　収支決算

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	項　目
	内　訳
	金　額

	借入金

補助金

自己資金

その他
	
	

	合　計
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:円

	経費区分
	内　訳
	金　額
	うち消費税
	補助対象経費

	事業拠点費

広告宣伝費


	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	家賃
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


· 事業の実績を証明する書類（領収書等）を添付すること。

· 創業の状況が分かる写真等

様式第１０号（第１４条関係）

年　 　月　 　日

大牟田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

大牟田市起業家支援事業費補助金請求書

　 　年　　月　　日付け　　第　　号で確定通知があった上記補助金について、大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり支払を請求します。

記

	補助金交付決定額
	

	補助金交付確定額
	

	受領済額
	

	請求額
	

	振込口座
	金融機関名
	銀行　　　　本店

支店

	
	口座番号
	普通

当座
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	


〈大牟田市起業家支援事業費補助金交付要綱抜粋（暴力団排除条項）〉


第３条


２　第1項の規定に関わらず、次の各号に掲げるものは、補助金の交付の対象としない。


(1)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）


(2)  暴力団員が役員となっている団体


(3)  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの








